
″ クざ

^

′｀ 、

特定非営利活動法人
芸術振興市民の会

定 款



特定非営利活動法人 芸術振興市民の会 定款

第 1章  総 則

“ 詢

第 1条   こ の法人の名称は、 「特定非営利活動法人 芸術振興市民の会」とします

英語の名称は恥 o●_s Laguc h ale tts(略 称 CLA)と します

(輸 )

第2条   こ の法人は、主な事務所を次のところに定めます

東京都 豊島区 西池袋 二丁目30番 20-203号

なお、この法人は主な事務所の他にも、必要に応じて事務所を設けることができ

ます

(会の目的)

第 3条   こ の法人は、芸術創造に役立つ社会的な基盤作りを行い、芸術文化を支え育てる

ことを市民の手によって推 し進めることを目的とします

い 嘲 )

第4条   こ の法人の活動範囲は、次に掲げるものとします

(1)文 化、芸術の振興

(2)社 会教育の推進

(3)文 化、芸術の国際協力

(4)前 各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

(難 中

第 5条   こ の法人は第3条 の目的を達成するために、特定非営利活動として次の事業を

イト まヽす

(1)琴 眈 会

各分野の芸術家、芸術関係者および支援者を招き、それぞれの分野の問題点

や課題について解決方法や支援方法を検討する

(2)社 籍

研究会活動で検討した、芸術振興に関する課題や支援方法について、関係方

面へ提言する

(3) 芸 術支援

会員の発意と相互支援の思想に基づいて、実際の芸術活動や文化事業に対し

支援を行う

(4) 本 条第■号から第3号 までの事業を行うために必要な全ての活動

2項   こ の法人は、次の収益事業を行います

(1) 企 画、編集、出版

(2) 調 査研究の受託

(3)研 修、訓練

(4) 物 品の販売



(5) 人 材派遣

3項   前 項に掲げる事業は、本条第 1項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、

その収益は本条第 1項に掲げる事業に充てるものとします

第2章  会 員

(会員)

第6条   こ の法人の会員は、特定非営利活動促進法(以下 「法」と表記します)上の社員

とします

(入会)

第 7条   こ の会へ入る資格と方法は次の通りです

(1) こ の会の趣旨に賛同する人ならば、誰にでも入会資格があります

⌒        (2) 入 会希望者は、理事長に申し込むこととします

(3) 入 会の申し込みがあった場合、理事長は理事会の承認を受け入会を認めるも
のとします。ただし、正当な理由がない限り、承認を拒否しないものとしま

す。承認を拒否した場合は、遅滞なく当該入会希望者に、書面でその拒否の

理由を通知するものとします。

2項  会 員は、総会で定める入会金と会費を納めます

3項  理 事会は、必要に応じ会員規則を定めることができます

(会員資格の喪幻

第8条   会 員がその資格を失うのは、次の場合です

(1)会 員が任意に退会届けを理事長に提出したとき

(2)本 人が死亡、あるいは失踪宣告を受けたとき

(3)会 費を滞納し、督促を2回受けて尚7日以内に会費を納入しないとき

(4)防 銘 されたとき

(麟 )
⌒     第 9条   会 員は次の場合に、総会の決議により除名されることがあります

(1)こ の法人の定款あるいは会員規則に違反したとき

(2)こ の法人の目的に反する行為をしたとき

2項   前 項の規定により会員を除名されようとする場合、その会員には総会の議決の

前に弁明の機会が与えられます

“ 出金品の不返還)

第 10条   既 に納めた入会金、会費その他の拠出金は、原則として返還しません

第 3章 役員

第 11条   こ の法人に次の役員を置きます

(理事) 3人 以上

(監事) 1人 以上

2項  理 事のうちの一人が理事長となり、必要に応 じて副理事長を置きます



(納

第 12条  理 事および監事は、総会で選任します。また総会は、理事の中から理事長を

選任します

2項  副 理事長は、理事の互選で決めることができます

3項  法 第20条 各号のいずれかに当てはまる人は、この法人の役員になることは

できません

4項  監 事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることはできません

嚇 )

第 13条   理 事長は、この法人を代表し、その業務の全般にわたって運営 ・管理にあた

ります

2項  副 理事長は理事長を補佐し、必要があるときはその職務を代行します

^      3項  理 事は、理事会の構成員となり、この定款の定めおよび理事会の議決

に基いてこの法人の業務を執行します

4項  監 事は次に掲げる業務を行います

(1)理 事の業務執行状況の監査

(2)こ の法人の財産状況の監査

(3)前 2号 の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関して、不正の

行為、又は法令もしくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合

に、これを総会または所轄庁に報告すること

(4)前 号の報告をするために必要がある場合に、総会を招集すること

(5)理 事の業務執行の状況、またはこの法人の財産の状況について理事に意見を

述べること

(醐 )

第 14条   役 員の任期は2年 で、再任が可能です

2項   欠 員補充のために、或いは増員によって役員に就任した場合の任期は、それぞ
⌒
          れ の前任者または現任者の任期の残りの期間とします

3項   役 員は、辞任又は任期満了した後であつても、後任者が就任するまでは、その

職務を行います

欽 員補充)

第 15条   理 事又は監事の数が、その定数の3分 の2に充たなくなつた場合、すぐにこれ

を補充します

御 任)

第 16条   役 員が次の各号のどれ力ヽ こ当てはまる場合には、総会の議決でこれを解任する

ことが出来ます

(1)心 身の故障のため、職務の遂行に耐えられないと認められるとき

(2)職 務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があったとき

2項   前 項の規定により役員を解任しようとする場合、その役員には総会の議決の前

に弁明の機会が与えられます



(報酬等)

第 17条   役 員総数の3分の1以内の者は報酬を受けることが出来ます

2項  役 員は、その職務を執行するために要した費用を会に請求することが出来ます

3項   前 項について、どのようなときに請求できるかは、理事会が定めます

第4章  会 議

第 18条   こ の法人の会議は、総会および理事会の2種 類とします

2項   総 会は通常総会および臨時総会の2種 類です

(総会のm

第 19条   総 会は、会員で構成します

(綸会の構能)

⌒     第 20条   総 会は、以下の事項について議決をします

(1) 定 款の変更

(2) 解 散、合併および解散した場合の残余財産の処分

(3) 事 業計画および収支予算の承認並びにその変更

(4) 事 業報告および収支決算の承認

(5)役 員の選任又は解任、職務および報酬

(6) 入 会金および会費の額

(7) 借 入金、その他新たな義務の負担および権利の放棄

(8) 事 務局の組織および運営

(9) そ の他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第21条   通 常総会は、毎年 1回事業年度が終わつて3か月以内に開きます

2項   臨 時総会は、次の場合に開きます

(1)理 事会が必要と認めるとき
⌒
        (2)会 員総数の5分 の 1以上から会議の目的を示して理事長に請求があつたとき

(3) 監 事が必要と認めるとき (第13条 第4項 第4号 )

(総会の招剣

第22条   総 会は、前条2項 3号 の場合を除き、理事長が招集します

2項   総 会は第21条 2項 3号 による場合、監事が招集します

3項   総 会を招集する場合には、会員に対して会議の日時、場所、目的および審議事

項を記載した書面、ファクシミリ、またはその他の方法 。手段により、開催の

日の少なくとも5日前までに通知します

4項   前 条の2項 2号 による請求があった場合、理事長はその請求を受けてから30

日以内に臨時総会を招集します

(総会の議長)

第23条   総 会の議長は理事長がつとめます。ただし総会に出席した会員の中から選ぶこ

ともできます



(総会の定足数)

第24条   総 会は、会員総数の3分 の1以上の出席で開会します

(総会の議決)

第25条   総 会における議決事項は、次の通りです

(1) あ らかじめ通知した事項 (第22条 第3項 )

(2)総 会出席者の5分 の1以上をもつて提案された事項

2項    総 会の議事は、出席した会員の過半数で決めることとし、可否が同数の場合

は議長が決定します

(総会での議決権等)

第26条  そ れぞれの会員の議決権は平等とします

2項   や むを得ない理由で総会に出席できない会員は、あらかじめ通知されている事

項について書面、ファクシミリをもつて議決に加わることが出来ます。また、

⌒           ほ かの会員を代理人にして書面、ファクシミリで議決を委任することも出来ま

す

3項   前 項の規定により議決した会員は、前2条 (開会 ・提案 ・議決)の 規定の適用

については出席したものと同様に扱います

4項   総 会の議決について、特別に利害関係のある会員は、その議事の議決に加る事

が出来ません

e会 の議事録)

第27条   総 会の議事については、議事録を作成します

2項   議 事録には、議長および総会で選任された議事録署名人2人 が、記名押印、ま

たは署名します

偲 絵 嘘 蔵)

第28条   理 事会は、理事で構成します

2項   監 事は理事会に出席して意見を述べることができます

C4LAの 脚
⌒
    第 29条   理 事会は、この定款に定める事項の他、次の事項を議決します

(1) 総 会で決定すべき事項

(2) 総 会で議決した事項を執行するための事項

(3) そ の他、総会の議決を必要としない業務の執行に関する事項

は 事会の開催)

第30条   理 事会は、理事長、又は理事が必要と認めたときに開きます

(理事会の招鋤

第 31条   理 事会は理事長が日時、場所、目的を示して招集し、理事長が議長となります

は 事会の議決)

第32条   理 事会は、理事の過半数が出席し、議事は出席理事の過半数で決めます

2項   可 否が同数の場合は理事長が決めます



は 事会の摯 )

第33条   そ れぞれの理事の議決権は、平等とします

2項   理 事会の議決について、特別の利害関係のある理事は、その議決に加わること

が出来ません

に 事会の精 )

第34条   理 事会の議事については、議事録を作成します

2項   議 事録には、議長および出席理事の全員が記洛押印、又は署名します

第 5章  贅 産

爾

第35条   こ の法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成します

(1) 設 立当初の財産目録に記載された資産

(2) 入 会金および会費

(3)財 産から生ずる収入

(4) 事 業に伴う収入

(5) 寄 付を受けた資産

(6) そ の他の収入

(区分)

第36条  こ の法人の資産は、これを分けて特定非営利活動にかかる事業に関する資産、収

益事業に関する資産の2種 とします

(管0

第37条  こ の法人の資産は、資産管理委員会が管理します

2項  資 産管理委員会は、理事長と総会で選出された2人 の委員で 構成し、任期は2

年とします

3項  量 産管理委員会の運営について理事会は、資産管理委員会規則を定めることが

できます

第6章  会 計

(会計の原則)

第38条   こ の法人の会計は、法27条 の原則にしたがって行います

(会計区分)

第39条   こ の法人の会計は、次の通り区分します

(1) 特 定非営利活動にかかる事業会計

(2) 収 益事業会計

(事業鴨

第40条   こ の法人の事業年度は、毎年 4月 1日から翌年3月 31日 までとします。



(事業計画および予算)

第41条   こ の法人の事業計画およびこれに伴う収支予算は、事業年度毎に理事会が作り、

総会の承認を経ることとします

(暫定予算)

第42条   前 条の規定に関わらず、やむを得ない理由によつて予算が成立しない場合には、

理事会は予算成立の日まで、前事業年度の予算に準してその範囲内で収入を得、

支出をすることができます

2項   前 項の収入支出は、新たに成立した予算に基づく収入支出であつたものとしま

す

(予備費)

第43条   予 算超過又は予算外の支出に当てるために、予算の中に予備費を設けることが

出来ます

⌒       2項   予 備費を使用する場合は理事会の承認が必要です

(予算の追加および修正)

第44条   予 算成立後であつても、総会の承認を経れば、既定予算の追加又は修正をする

ことが出来ます

(事業報告および決算)

第45条   こ の法人の事業報告書、財産目録、貸惜対照表および収支計算書は、毎事業年

度が終わつて2ヶ月以内に理事会が作成し、監事の監査を受け、総会の承認を

経ることとします

2項    決 算で剰余金が出たときは次の事業年度に繰り越します

(臨機の細

第46条   予 算にない借入金、義務負担、権利放棄を行う場合は、総会の議決を経ること

にします

第 7章  定 款の変更、解散および合併

(定まの変更)

第47条   定 款の変更は、総会に出席した会員の2分の 1以上の議決によつて行い、法第

25条 第 3項 に決められた軽微な事項を除いて所轄庁の認証を得ることとし

ます

雌 )

第48条  こ の法人は次の場合に解散します

(1)総 会の決議があったとき

(2)目 的とする特定非営利活動が遂げられなくなったとき

(3)会 員がいなくなつたとき

(4)合 併したとき

(5)破 産したとき

(6)所 轄庁によつて認証が取り消されたとき

2項  前 項第 1号 によって解散するときは、会員総数の4分 の3以 上の承諾を得るこ



ととします

3項  第 1項第2号 の理由で解散するときは、所機庁の認定を得ることとします

(残余財産の処分)

第49条  こ の法人が解散するときに残つている資産は、総会に出席した会員の過半数で決

定した特定非営利活動法人または社団法人、財団法人などに譲渡します

(清算人¨

第 50条  こ の法人が解散したときは、理事が清算人になります

(舗 )

第 51条   こ の法人が合併しようとするときは、総会において会員総数の4分 の3以上の

議決を経ることとし、同時に所惜庁の認証を得ることとします

第8章  公 告の方法

(公告の方法)

第 52条  こ の法人の公告は、この法人の掲示場に掲示すると共に、日本経済新聞に掲載

します

第9章 事務局

第 53条  こ の法人は、事務処理のため、事務局を設置することができます

第2項  事 務局には、事務局長および必要な職員を置くことができます

第 54条  事 務局長および職員の任免は理事会が行います

第55条  事 務局の組織及び運営に関して必要な事項は、理事会が別に定めることができ

ます

第 10章 雑則

(細則)

第 56条  こ の定款の施行について必要な細則は、理事会が定めます

付則

1  こ の定款はこの法人の成立の日から施行します

2 こ の法人の設立当初の役員は、別表のとおりとします

3 こ の法人の設立当初の役員の任期は、第 14条 1項の規定に拘わらずこの法人

の成立の日から翌年の3月 31日 までとします

4 こ の法人の設立当初の事業年度は、第40条 の規定に拘わらずこの法人の成立

の日から翌年の3月 31日 までとします

5 こ の法人の設立当初の事業計画および収支予算は、第41条 の規定に拘わらず

設立総会の定めるところとします

6 こ の法人の設立当初の入会金及び会費は第 7条 2項 の規定に拘わらず次に掲げ



る額とします

(1)入 会金   5000円

(2)年 会費  10ooo円

以上、特定非営利活動法人芸術振興市民の会の定款に相違ありません。

平成19年 8月 31日

理事長 山 本 修 造


